
競輪・オートレース業界の
現状と課題

令和６年５月21日
経済産業省

製造産業局車両室
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1.競輪業界について
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6（資料）施行者収支決算書資料を基に車両室作成
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営業活動収支の推移

⚫ 車券販売の売上拡大に伴い、2020年度以降、営業活動収支も増加。
⚫ 売上低迷期において施設改修を十分に進められてこなかったことから、足許では競輪場を大規模改

修する動きが増加。同時に、競輪場の敷地等も活用し、地域の憩いの場や賑わい・レジャーの場も
整備する動きも多くみられる。

1-4.競輪施行者全体の営業活動収支

（年度）



1-5.大阪・関西万博への協力

開催日程 場・レース

第１回 令和３年６月 福井・GⅢ

第２回 令和４年１月 京都向日町・FⅠ

第３回 令和４年８月 岸和田・GⅢ

第４回 令和５年１月 別府・FⅠ

第５回 令和５年４月 久留米・GⅢ

第６回 令和５年８月 和歌山・GⅢ

第７回 令和６年１月 平塚・FⅠ

第８回 令和６年３月 武雄・GⅢ

第９回 令和６年６月 奈良・GⅢ

第10回 令和６年10月 川崎・GⅢ

第11回 令和７年１月 京王閣・FⅠ

第12回 令和７年３月 大垣・GⅢ

大阪・関西万博協賛競輪の開催実績／予定
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（資料）施行者作成資料、2025年日本国際博覧会協会作成資料等を基に車両室作成

⚫ 各施行者の協力の下、各地の競輪場で協賛競輪を開催。収益の一部を博覧会協会に提供。

⚫ 令和６年度は計４回の「大阪・関西万博協賛競輪」が予定。また、これら以外のGⅠ・GⅡ・GⅢ
の一部レースにおいても協賛金を支出予定。

⚫ 2023年度の博覧会協会の取組として、競輪場内でのブース出展等によるPR活動や協会幹部に
よる自治体首長への表敬訪問、ミャクミャクによる競輪場立地自治体の観光地訪問等が行われた。

→PRブースにおけるノベルティグッズの配布、ステージイベント、
 場内グリーティング等を通じて、競輪場への誘客に貢献

ステージイベントPRブース出展

ミャクミャクの観光地訪問表敬訪問

→協会幹部の表敬訪問＆SNSで立地自治体の観光地をPR



２.オートレース業界について
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2-5.オートレース場の入場者数

⚫ 2020年度は新型コロナ感染予防のための外出自粛や無観客レースの開催、入場規
制を行ったレースもあったことから、入場者数は大きく減少。これらの制約がなくなった現在
も新型コロナ禍以前の水準には戻っていない状況。

⚫ 各場の平均入場者数は、概ねオートレース場の周辺人口を反映したものとなっており、
東のオートレース場と比べると西のオートレース場の方が入場者数は少ない。
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※一日当たり平均入場者数は、「入場者数／有観客レース数」
(資料)施行者収支決算資料を基に車両室作成
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2-6.オートレース場の改修状況と見通し

⚫ 売上低迷期において施設改修を十分に進められてこなかったことから、足許ではオート
レース場を改修する動き。

オートレース場 改修状況

伊勢崎オート 選手宿舎の建替予定（現状の４人部屋から個室になる予定）（2024～25年度）

川 口オート 左翼観客スタンド解体及び防音壁設置工事中（2022～25年度：２１億円）等

浜 松オート
・メインスタンド建替済み（2022年度：２０億円）
・入場門建替中（2023～24年度：２.５億円）
・走路改修・選手宿舎等建替予定（2025～27年度）

山 陽オート
・走路改修（2023年度）
・メインスタンドや選手宿舎等の建替検討調査予定

飯 塚オート
・メインスタンド建替中（2023～25年度：３６億円）
・安全対策のための走路緩衝柵の改修（2023～25年度：２.４億円）等

2022年度に建替えした浜松オートのメインスタンドの様子 （出典）浜松オートＨＰ
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2-8.競技用バイクの状況

⚫ 現行モデル以前は、オートレースは様々なメーカーのバイクが使われていたが、故障やオイ
ル漏れにより、その後のレースが中止になることがあった。また、選手自身も統一仕様のバ
イクでの運転技量による勝敗を求めたことから、平成５年に統一仕様の現在の競技用
バイクが導入された。

⚫ 競技用バイクは、堅牢性を保ちつつ、軽量化が図られており、ブレーキやメーター類、バッ
クミラー、照明等はない。また、ハンドルは走路を左周りで周回するために特化した形状に
なっている。競技用バイクは選手自身が購入（200万円程度）、整備しており、選手
が出場するレース場にトレーラーで運搬する。

⚫ 導入からモデルチェンジがなく30年が経過しているものの、現行の競走車として、整備性
に優れ、完成度や信頼度は高い。一方、市販バイクは、燃費向上や排ガス規制といった
環境対応のために電子制御化など新技術の導入が進んでいるため、カーボンニュートラル
等の環境対策を含め、次世代競技用バイクの模索を進めていく必要がある。

現行の競技用バイク

（出典）川口オートＨＰ
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(参考)モータースポーツ業界のカーボンニュートラルへの対応

⚫ 以下の２つの動きが同時平行してアプローチされている。
①バイオ燃料等のカーボンニュートラル燃料に段階的に切り替える（F1、MotoGP等）
②EV車によるレースを新規立ち上げ（フォーミュラE、MotoE）

【F1の動向】

⚫ 既に、F1車両はハイブリッドエンジンを採用。
⚫ 2022年から、過渡的措置として、燃料はE10 (バイオエタノール10％混合ガソリン）を使用。
⚫ 2026年に、100％持続可能な燃料（e-fuelと呼称）に切り替え。

【フォーミュラEの新設】

⚫ 2014年から、EV車によるレースが開幕。
⚫ 排ガスが無く、静音なEV車のメリットを活かすため、市街地の公道でレースを実施。

※上記の自動車レースの他、スーパーGT（耐久レース）、世界ラリー選手権（WRC）においては、カーボンニュートラル燃料を採用。

【MotoGP（耐久バイクレース）の動向】

⚫ 2024年までに、燃料は最低40％を非化石由来とする。
⚫ 2027年までに、燃料は100％非化石由来とする。

【MotoEの新設】

⚫ 2019年から開始されたMotoGPと併催される電動バイクのレース。



３.ギャンブル依存症対策への
取組について
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⚫ 競輪・オートレース業界では、ギャンブル等依存症対策推進基本計画（令和４年３月25日閣議決定）に基
づいて、依存症対策を着実に実施。

ギャンブル依存症対策への取組
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競輪・オートレース業界における依存症の発症、進行及び再発の各段階に応じた防止及び回復のための取組

第１ 広告・宣伝のあり方 第２ アクセス制限等

 広告・宣伝に関する全国的な指針を踏まえた自主的な指針を策定
し公表（競輪・オートレース 共に令和5年1月)。同指針を遵守した
広告・宣伝に努めるよう要請

 インターネットをはじめ、ポスター等各種媒体を効果的に活用し、ギャン
ブル等依存症に関する普及啓発活動を実施。

＜注意喚起標語＞
「車券の購入は20歳になってから。競輪(オートレース)は適度に
楽しみましょう」
＜啓発週間(令和5年5月14日～20日)における取組＞
・競輪及びオートレース公式HPで特設バナーを掲載
・東京駅デジタルサイネージでの周知
・若年層対象のセミナー開催(大阪商業大学、東北福祉大学）

 本人・家族申告によるレース場へのアクセス制限を着実に実施中。
 インターネット投票における本人・家族申告によるアクセス制限を着

実に実施。※現行の運用に改善の余地がないかに関し関係業界と
議論中。

＜ネット投票アクセス制限実施状況(令和６年3月末時点)＞
競輪 本人申告1,895件、家族申告32件
オートレース 本人申告288件、家族申告5件

 インターネット投票における購入限度額設定システムを令和4年度
に導入し、着実に実施。

＜購入限度額設定実施状況(令和6年3月末時点)＞
競輪 33,474件 オートレース 1,177件

 投票サイトにおいて購入制限を視覚的に訴える新たな表示方法につ
いても令和6年度中に実施予定。

第３ 相談・治療につなげる取組

 競輪・オートレース施行者及びJKAは相談窓口を設置し、相談が
あった場合には専門スタッフ（臨床心理士）がカウンセリングを行う
公営競技ギャンブル依存症カウンセリングセンターや医療機関等
を紹介し治療につなげる取組を実施。

 早期発見・早期介入のためのセルフチェックツールをHPで周知。
 JKAでは「ギャンブル等依存症対策に関する支援活動」及び「ギャ

ンブル等依存症に係る研究」の２つの補助メニューを補助事業の
補助方針に明記して自助グループや研究への経済的支援を推進。
＜補助事業採択件数(令和5年度)＞ 大学の研究の補助 3件

第４ 依存症対策の体制整備

 相談対応体制の整備のため、すべての競輪場・オートレース場におい
て依存症対策担当者を選任するとともに問合せ対応マニュアルを策
定して実務に当たっている。

 担当者の依存症に対する知識向上や責務意識の醸成のため、定期
的に職員向け研修を実施。

＜研修実施実績(令和6年1月合同で実施)＞
競輪・オートレースの施行者、場外車券売場設置者、インターネット
投票サイト運営者等 約180人受講

ギャンブル等依存症の状況変化を勘案し、また、実態調査の結果や対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも３年ごとに
計画に検討を加え、必要があるときは見直すこととされている。



⚫ レースの開催告知ポスターやテレビコマーシャル、新聞・雑誌広告、ステッカー等で注意喚起を実施。

（参考）ギャンブル依存症対策の普及啓発活動

注意喚起チラシ
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ステッカー

ポスター

（出典）全輪協・全動協提供資料



４.被災地支援について
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⚫ 競輪・オートレース業界において、令和6年能登半島地震の被災者の救援活動や復旧支援のため、
義援金や復興支援競輪の開催を通じて、寄付を行うことを決定。

⚫ また、JKA補助事業により、日本赤十字社を通じて、被災地へ毛布等の救援物資が配布された。

4.令和６年能登半島地震に対する競輪・オートレース業界の支援

競輪業界による支援 オートレース業界による支援

JKA補助事業を通じた支援

（資料）JKA、全輪協ホームページ等を基に車両室作成

○義援金

○復興支援競輪

■補助事業者名
・日本赤十字社

■配布された救援物資
・毛布 15,780枚
・安眠セット 946セット
・緊急セット 716セット

■寄付者：公益財団法人JKA
公益社団法人全国競輪施行者協議会
一般社団法人日本競輪選手会

■寄付先：日本赤十字社
■寄付額：2,000万円
■内 訳：JKA：1,200万円

全輪協：500万円
選手会：300万円

➢ 令和６年２月～７月までに予定している競輪の中から
「令和６年能登半島地震復興支援競輪」を実施し、
開催収益の一部を支援金として寄付。

■寄付先：日本赤十字社
■寄付額：約7,000万円
■内 訳：ＧＩ：300万円

ＧⅡ：200万円
ＧⅢ及びその他開催：150万円

○義援金

■寄付者：公益財団法人JKA
全国小型自動車施行者協議会
一般社団法人全日本オートレース選手会

■寄付先：日本赤十字社
■寄付額：900万円
■内 訳：JKA：600万円

全動協：200万円
選手会：100万円

配布された安眠セット


